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第１項 技術資料作成業務積算基準 

 

１．適用範囲 

この積算基準は、事務所管内における公共工事に関する地元協議用資料作成、関係機関協議用資料作成、

技術資料とりまとめ等を行う業務を委託する場合に適用する。 

２．業務委託料 

（１）業務委託料の構成 

   
 
 
 
 
 

  
 

 

 

 

 

 

（２）業務委託料構成費目の内容 

イ 直接原価  
（イ）直接人件費  

直接人件費は、業務に従事する者の人件費とする。 

（ロ）直接経費（積上計上分） 

直接経費は、業務処理に必要な経費のうち次に掲げるものとする。 

    a．旅費交通費 

（ハ）直接経費（積上計上するものを除く） 

直接経費（積上計上分）以外の直接経費とする。 
 

ロ 間接原価 
当該業務担当部署の事務職員の人件費および福利厚生費，水道光熱費等の経費とする。 

※その他原価は、直接経費（積上計上するものを除く）及び間接原価からなる。 

 

ハ 一般管理費等 
業務を処理する建設コンサルタント等における経費等のうち直接原価，間接原価以外の経費。

一般管理費等は一般管理費及び付加利益よりなる。 

 

ニ 消費税相当額 
消費税相当額は、消費税及び地方消費税相当分を積算するものとする。 

 

   ３．業務委託料の積算 

（１） 業務委託料の積算方式 
業務委託料は、次の方式により積算するものとする。 
業務委託料 ＝（業務価格）＋（消費税相当額） 
  ＝［（業務原価）＋（一般管理費等）］＋（消費税相当額） 
  ＝［（直接人件費）＋（直接経費）＋（その他原価）］＋（一般管理費等）＋（消費税相当額） 

 

  

 

 

旅費交通費

業務委託料

業務価格

消費税相当額

業務原価

直接人件費

直接経費

間接原価

直接原価

その他

一般管理費等

その他原価



- 2 - 

（２）各構成費目の算定 
        イ 直接原価  

（イ）直接人件費 

直接人件費は、下記により、算定を行う。 

 

１）業務計画 

作業区分 職階 数量 摘要 

業  務  計  画 技師（A） １．４  

 
     ２）資料作成 

技術者の区分 職階 基準日額 摘要 

 
管 理 技 術 者 

 
技師（Ａ） 

 
 

別途 

 
業務打合せとして計上 

 
担 当 技 術 者 

 
技 術 員 

 

 

担当技術者の直接人件費は、作業区分毎に単価を設定し、資料作成件数を乗じて算出するものとする 

 

（例）作業区分Ａ（作業時間２時間程度）の直接人件費の算出方法 
 

作業区分Ａ（作業時間２時間程度）の単価＝     × 基準日額 × Ｋ 

 
                      ここで、技術資料作成業務：Ｋ＝1.17 とする。 

担当技術者の直接人件費＝資料作成件数×作業区分Ａの単価 

 
         （ロ）直接経費  

直接経費は、２の（２）のイの（ロ）について実費を積算し、次により積算する。 

a．旅費交通費 

業務打合せに関わる旅費交通費は、設計業務等標準積算基準書及び同（参考資料）に準じて

積上積算する。 

 

ロ その他原価 
その他原価は、次式により算定した額の範囲内とする。 

（その他原価）＝（直接人件費）×α／（１－α） 
ただし、αは原価（直接経費の積上計上分を除く）に占めるその他原価の割合であり、２５％

とする。 

 

ハ 一般管理費等 
一般管理費等は、次式により算定した額の範囲内とする。 

（一般管理費等）＝（業務原価）×β／（１－β） 
ただし、βは業務価格に占める一般管理費等の割合であり、３５％とする。 

 

（３）変更の取扱い 

作業区分毎の数量に増減があった場合、契約変更を行うものとする。 
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